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《論
　　
説》
ＥＵ競争法における事業者の権利保障
――欧州委員会による適正手続確保に向けた取組を中心として
多
　
田
　　
英
　
明
はじめに
　
欧州連合の競争法（以下、 「ＥＵ競争法」とする）の反トラスト分野の規制は、事業者・事業者団体（以下、 「事
業者」と一括する）によるカルテル等を禁止するＥＵ運営条約一〇一条、市場支配的地位を有する事業者による濫用行為を禁止する一〇二条を中心とする（以下、単に一〇一条、一〇二条とするものは、本条約のものとする） 。ＥＵ競争法のエンフォースメントには、刑事上の制裁は用意されておら
ず（１）
、欧州委員会による行政上の措置が中
心となってい
る（２）
。すなわち、両条の違反行為に対しては、実施規則である理事会規則二〇〇三年一
号（３）
（以下、単に
「実施規則」とする）の下、欧州委員会による調査手続、決定手続を経て、排除措置（七条） 、制裁金（
fines ）賦
課（二三条） 、履行強制金賦課（二四条）を命じる決定が採択され
（４）
。
　
ＥＵ競争法のエンフォースメントにおいては、違反行為者に対し、極めて高額の制裁金が賦課される点が
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特徴的である。制裁金については、違反行為を行った事業者に対し、当該事業者の前事業年度の総売上高の一〇％ま の金額を賦課することができるとされており（実施規則二三条二項） 、近年著しく増大している（５）
。欧州委員会の統
計（６）
によると、カルテル（一〇一条違反）に対する制裁金は、一九九〇年
―
一九九四年の
五年間合計で五億三九六九万一五五〇ユーロ（約七五五億円、一ユーロ＝一四〇円換算とする） 、一九九五年
―
一九九九年の五年間合計で二億九二八三万八〇〇〇ユーロ（約四一〇億円） 、二〇〇〇年
―
二〇〇四年の
五年間合計で三四億六二六六万四一〇〇ユーロ（約四八四八億円） 二〇〇五年
―
二〇〇九年の五年間合計で
九四億一四〇一万二五〇〇ユーロ（約一兆三一八〇億円）となっている。二 一〇年
―
二〇一四年九月三日までの
五年弱の期間でみても、八八億一七一六万二六七四ユーロ（約一兆二三四四億円）となっており、特に二〇〇〇年以降の増加が著しい。その間の事件数（欧州委員会決定数）については、前述の期間別に、 〇件 一〇件、三〇件、三三件、二七件と推移しており、制裁金額総 単純 事件数 割ってみても、一件あたりに賦課される制裁金額の増加傾向には変わりない。また カルテル事件における個別の事業者に対す 制裁金額上位 ついても、二〇 八年の自動車ガラス事件における
Saint G
obain
社に対しては七億一五〇〇万ユーロ（約一〇〇〇億
円） 、二〇一二年のテレビ・ＰＣ用ブラウン管事件に ける
P
hilips
社と
L
G
 E
lectronics
社には、それぞれ
七億五二九万六〇 ユーロ（約九八 億円） 、六 八七五 七〇 九六三億円）の制裁金が賦課されるなど、極めて高額に上っている
（７）
。
　
このように、ＥＵ競争法違反を理由に賦課される制裁金額が著しく高額化する中、ＥＵ競争法手続における事業
者の権利保障について、適正手続確保の観点から疑問が呈されるようになっ
た（８）
。施行規則二三条五項は、 「第一
項、第二項に従い採択された（制裁金賦課を賦課する欧州委員会）決定は、刑事罰としての性格を有するもの
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はない（
shall not be of a crim
inal law
 nature ） 」とする。他方、ＥＵ全加盟国が締約国
（９）
となっている欧州人権条約
六条一項は、 「すべての者は、その民事上の権利及び義務の決定又は刑事上の罪の決定のため、法律により設置された独立かつ公平な裁判所による妥当な期間内 公正な公開審理を受ける権利を有する。 （以下略） 」と規定している。ま 、二〇〇九年一二月に発効したリスボン条約（ＥＵ基本条約の修正条約）により、ＥＵ基本権憲章（
T
he 
C
harter of F
undam
ental R
ights of the E
uropean U
nion ）がＥＵ基本条約（ＥＵ条約、ＥＵ運営条約）と同一の法
的価値を有するものとされるに至った（ＥＵ条約六条一項） 。かかる状況の下、ＥＵ競争法違反行為者に賦課される制裁金額の高額化という実態のみならず、公正な行政に対する権利を規定するＥＵ基本権憲章第四一条に照らし、違反行為者に対 基本権の保障という点からも、これまで以上にＥＵ競争法 エンフォースメントにおける適正手続の確保が要請され こと なった。　
かかる状況の下、欧州委員会は二〇一一年一〇月、適正手続確保の要請に応えるべく、 「ベストプラクティス・
パッケージ」を公表した。同パッケージは、①欧州委員会における審査手続 透明性と予見可能性を目的とす「ＥＵ運営条約一〇一条及び一〇二条の手続実施に係るベストプラクティスに関する欧州委員会告示」 （以下、 「ＢＰ告示」とする
）
）（（
（
、②従前の決
定
）（（
（
を改正した「特定の競争法審理における聴聞官の役割と職務権限に係る欧州委員
会決定」 （以下、 「聴聞官職務権限規程」と ）
）（（
（
のほか、③一〇一条・二〇一条、および合併の事例の評価におい
て提出される経済証拠の取り扱いに関するスタッフワ キングペーパー「ＥＵ運営条約一〇一条・一〇二条 企業結合に関する事案におけ 経済証拠の提出とデータ収集に係るベストプラクティス」
）（（
（
により構成される。このほ
か、欧州委員 競争総局は二〇一二年三月二〇日、欧州委員会内部の作業文書である「反トラスト マニュアル」
）（（
（
をウェブサイト上に公開した。本マニュアルは、一部作成中ながら、Ａ四版で二七〇頁を超える大部のものと
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なっている。本マニュアル公開の背景には、ブリュッセルを本拠とする弁護士と欧州委員会競争総局の元幹部職員による公開請求を認めた二〇一一年九月二六日のオンブズマンの決定があった
）（（
（
。
　
また、経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）の競争委員会は二〇一二年四月、 「手続上の公平と透明性に関する報告書」
）（（
（
（以下、 「ＯＥＣＤ報告書」とする）を公表した。同報告書は、第三作業部会が二〇一〇年二月・六月、二〇一一年一〇月の三度 わたり 催したラウンドテーブルおける議論 およびそれに先立ちＯＥＣＤ加盟各国等が提出した文書
）（（
（
を踏まえたものであり、ＥＵも欧州委員会における手続について、①法律、手続、政策、決定に係る透明性の
問題全般、②審査段階 おける透明性と手続における 平性、③最終決定段階（行政上の聴聞制度、和解手続と排除措置に係る協議） 、④司法審査（審査基準、裁判所の審理と決定の時期）の論点ごと 自己評価した文書を提出している。　
以下、本稿では、ＢＰ告示と聴聞官職務権限規程を踏まえた現行の欧州委員会におけるＥＵ競争法違反行為に対
する手続の概要を整理す （第二章） 。その上で、現行の欧州委員会手続に 事業者 権利保障 ついて、適正手続確保の観点から検討を行う（第三章） 。なお、欧州委員会手続における手続には、反トラスト分野の競争法違反行為に係るも と、合併規則の下での企業結合規制に係るも とがあるが、上述 ＢＰ告示は前者のみを対象とするところ
）（（
（
、本稿では前者に限定して検討する。
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二．現行の欧州委員会における競争法違反行為に対する手続
（一）序　
欧州委員会による競争法違反行為に対する手続は、実施規則、及び施行細則である欧州委員会規則二〇〇四年第
七七三
号
）（（
（
（以下、 「施行細則」とする）に規定されてい
る
）（（
（
。現行の実施規則は、二〇〇四年五月の中東欧諸国を中
心とする一〇か国のＥＵ加盟（第五次ＥＵ拡大）を控え、 従前の実施規則（理事会規則一九六二年一七号
）（（
（
）を改正し、
それまでの欧州委員会が 競争法執行の要に位置する中央集権的な執行体制から加盟国競争当局と裁判所も執行の一翼を担う分権的執行体制への移行と、 一〇一条三項の下での個別適用免除制度の廃止を眼目とするものである。これに加え、現行 実施規則には、ＥＵ競争法の執行 おける蓄積を取り込む形で、調査手続関連の規定が大幅に拡充さ 、調査手続に関する章（第五章） 、聴聞手続と秘密保持に関する章（第八章）が置 れた。なお、従前の手続は、ＢＰ告示により修正されている
）（（
（
。
　
次節では、第三章での検討の前提として、正式手続を経て
）（（
（
、一〇一条・一〇二条違反行為に対する最終決定（禁
止決定）採択に至る手続の流 を概観 。（二）欧州委員会における手続の流れ　
欧州委員会の手続は、調査手続（
investigative stage ）と禁止決定手続（
procedures leading to a prohibition 
decision ）の二段階により構成される。第一段階である調査手続は、さらに初期評価（
initial assessm
ent ）と欧州
競争ネットワーク（
E
uropean C
om
petition N
etw
ork
、 ＥＣＮ）内での事案配分の段階、調査手続開始の段階に分
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けられる。まず、初期評価と事案配分の段階では、欧州委員会は、第三者による通報、または職権（リーニエンシー申請、 市場調査、 ＥＣＮ等との情報交換等）により違反事実に接すると、 調査の対処範囲（対象者、 市場、 違反行為）を暫定的に決定する初期評価を行い（ＢＰ告示一二段、以下、本節 おけ 「段」は本告示のものとする） 、ＥＣＮ内での事案の配分を行う（一四段） 。　
欧州委員会は、初期評価の結果、さらなる調査を続行するに足る理由があり、かつ調査の対象が十分に絞り込ま
れていると考える場合 は、 手続の開始を決定する（施行規則一一条六項（以下、本節における「条」は本規則のものとする） 、および一七段） 。調査手続開始が決定されると、最初の進捗状況会合（
state of m
eeting ）を経
た上で（六三段） 、欧州委員会は調査に着 し 対象事業者への情報請求（ 八 ） 、ヒアリング（
interview
）に
よる供述聴取 （一九条） 、 事業者への立入調査 （二〇条） 、 事業者の役員等の私宅を含む事業所以外への立入調査 （二一条）を行う
）（（
（
。欧州委員会には、秘密保持の義務が課されており、規則により入手・交換した情報、職務上の保秘義
務のあるその他の情報を開示してはならず（二八条二項） 、また本規則により収集した情報の目的外使用は禁止されている（二八条一項） 。欧州委員会は 違反行為 挙証責任を負っており（二条） 、事業者側には自己負罪拒否特権が認められている（規則前文二 が、絶対的な権利が認められているわけではなく、判例法によると、完全な沈黙を通すことは企業 防衛権を超え、欧州委員会の業務に対 不当な妨害となる
）（（
（
。事業者には、通報を含む
欧州委員会ファイル 重要提出文書の公開版（
non-confidential version ）へのアクセスが認められており、意見を
述べる機会が与えられる（七一
―
七四段） 。欧州委員会による調査が十分に進んだ段階で、二度目の進捗状況会合
が開催される（六三段） 。　
欧州委員会は、詳細な調査の結果、当該事業者による違反行為ありとの暫定的な結論に達した場合には、当該事
27
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業者の行為に対する異議、異議の理由、異議の根拠となる証拠について述べられた異議告知書を送付する
）（（
（
。これに
より、欧州委員会における手続の第二段階である禁止決定手続が開始される。その際、欧州委員会は、構造上の措置を含む排除措置の内容（八三段） ほか、制裁金賦課を命ずる意向について述べる（八四段） 。なお、法的義務に基づくものではないが、手続の透明性を高めるべく、異議告知書には、制裁金算定に関する事項についても盛り込むように努めるものとする。制裁金算定に関する情報は 異議告知書送付後に当事者に提供することもできるが、いずれの場合も当事者に 、意見提出の機会が与えられ （八五段） 。　
異議告知書を受領した事業者は、書面により反論することとなるが、防御権行使のため、欧州委員会文書の閲覧
が認められている（二七条二項） 。また、事業者は、口頭聴聞 権利を有し、異議告知書に対する回答書作成期限内に聴聞官が主宰す 聴聞を請求できる（二七条一項、および一〇六 ） 。口頭聴聞では、 面で提出した主張を口頭で行い、また書証を補充すること、関連する他の事 を欧州委員会に通知することも認められる。当事者は口頭聴聞の際、 制裁金賦課にとって重要であると考える点について 自己の主張を提出できる（九〇段） 。口頭聴聞は、出席者が自由に意見を述べることを保障するため非公開で行われ 一〇七段） 、事案担当班の欧州委員会職員とともに、競争総局長ないし総局次長が出席する。ま 加盟国競争当局、チーフ・エコノミストの班 法務部を含む欧州委員会の関連部局も聴聞官により出席 要請される（一〇八段） 。　
異議告知書への回答後、または聴聞官による聴聞後、三度目の進捗状況会合が開催され、違反行為がある場合に
は、当該行為を禁止する決定が採択されるとともに（七条） 、制裁金が賦課さ ることとなる（ 三条二項） 。なお、欧州委員会は、決定採択に先立ち、加盟国競争当局代表者から構成される制限的取引慣行及び支配的地位に関諮問委員会（
A
dvisory C
om
m
ittee on R
estrictive P
ractices and D
om
inant P
ositions 、以下、 「諮問委員会」とする）
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の場で加盟国当局の専門家の意見を聴取することとされており、また決定案は、欧州委員会内の経済政策担当部局と当該事案に関する部局に照会される。なお、決定を採択する欧州委員会（二八名の の合議体）へ提出される文書には、法務部、欧州委員 他の総局、諮問委員会より寄せられた意見が含まれる
）（（
（
。
　
欧州委員会決定を不服とする者は、一般裁判所へ決定取消訴訟を提起することができ（ＥＵ運営条約二六三条） 、
さらに一般裁判所判決を不服とする者は、ＥＵ司法裁判所へ上訴することが認められている（同二五六条一項） 。（二）ベストプラクティス告示　
ＢＰ告示による主要な修正点として、一．正式手続の早期開始、二．進捗状況会合の開催、三．調査段階での重
要提出文書（
key subm
issions ）の開示、四．手続の節目ごとの対外的公表、五．和解手続のガイダンスが挙げら
れる
）（（
（
。
　
一．の正式手続の早期開始については、カルテル事件では、通常 異議告知書の採択と同時に正式手続が開始さ
れるが、予備評価の段階が終了次第、正式手続を早期に開始 場合もあることが示された（二四段、以下、本節におけ 「段」は本告示のものとする） 。こ は、従来、事案に対 調査が相当程度進んだ段階でようやく正式手続が開始されており、事業者は不安定な状態に置かれているとの批判が寄せられていたことに応えるものである
）（（
（
。
　
二．の進捗状況会合は、手続の重要な段階で手続の現状について、当事者に情報を提供すること、また競争総局
と当事者間の間に透明性と対話を確保することを目的とするものであり（六一段） 、競争総局長ないし総局次長が議長 なるのが通例である（六二 ） 。進捗状況会合は、①手続の開始直後、②調査が十分に進んだ段階、③異議
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告知書が発出された後の三度開催される。①の手続開始直後の会合では、当事者にその段階で明らかになった問題点、予想される審査の範囲について通知し、当事者に当該問題点に初めて対応する機会を提供し、また競争総局が続く審査のための適切な枠組みを決定する際の一助となるものである。②の審査が十分に進んだ段階の会合では、当事者に 後の事件の現状、明らかになった競争上の懸念 ついて、欧州委員会の暫定的見解 理解する機会を提供する。また 本会合は競争総局、および当事者が事件 結果 影響を与える特定の争点・ 実を解明する目的で用いられ ③の異議告知書 後 会合は、 異議告知書に対す 当事者の回答または口頭聴聞の後に開催され、欧州委員会の本件に対する対処方針が通知される（第六三、 六四段） 。　
三．の調査段階での重要提出文書の開示については、欧州委員会への申告を端緒とする事件では、欧州委員会へ
の通報を含む重要 出文書
 （
key subm
issions ）の公開版を当事者に開示し、初期の段階、ないし遅くとも手続開
始直後に見解を表明する機会を与えることと ている（七一段） 。また、 ．の手続の節目ごとの対外的公表は、実施細則二条二項により手続開始決定を公表する旨規定されており、具体的には競争総局 ウェブサイト上に公表し、記者会見を行うこととされている（二〇段） 。なお、異議告知書発出時には 異議告知書 重要事項を表明する記者会見を行い（九一段） 、決定採択時には報道発表を行うとされている（一四七段） 。（三）聴聞官職務権限規程
）（（
（
　
聴聞官は、一九八二年以降の欧州委員会における反トラスト、および企業結合手続において当事者の聴聞を受け
る権利を確保する上で鍵となる対話者（
interlocutor ）であり、事案担当班と当事者の間の紛争では、独立した調
停者（
arbiter ）としての役割を果たしている。今般の聴聞官職務権限規程により、異議告知書発出後の手続段階
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に限られていた聴聞官の役割は、調査段階と和解手続を含む手続全般に拡大された（一条二項。以下、本節の条文は聴聞官職務権限規程のも とする） 。聴聞官は、一名ないし複数が任命され（一条一項） 、二〇一四年一二月一日現在、
Joos Stragier
氏と
W
outer W
ils
氏の二名が任命されてい
る
）（（
（
。聴聞官は、行政組織上は、競争政策担当欧州
委員に直属しているが（二条二項） 、任務の遂行に当たっては独立して行動することとされている（三条一項） 。　
聴聞官の任務には、一．口頭聴聞の主宰、二．手続全般における手続上の権利の効果的行使の保障、三．聴聞を
受ける権利の確保 四．欧州委員会の調査における問題への対処、五．欧州委員会文書へのアクセス権と事業者の秘密に関する 益の 障、六．競争政策担当欧州委員への聴聞 結果 手続上の権利行使に関する報告、七．競争政策担当欧州委員へ 手続から生じ 問題についての意見陳述がある
）（（
（
。
　
このうち、二．の手続全般における手続上の権利の効果的行使の保障については、和解手続とカルテルの確約手
続も含め、当事者は自己の手続上の権利の実効的な行使に疑義があ 場合に聴聞官に接触することができる。三．の聴聞を受ける権利の確保については、第三者の聴聞要請（五条 および口頭聴聞への参加要請の諾否の決定（六条） 、欧州委員会文書へのアクセスに関する紛争（七条） 、および異議告知書の回答期限延長に関する紛争を巡る決定（九条） 、口頭聴聞実施後 競争政策担当欧州委員へ 報告（一〇条、一四条） 最終決定は当事者が聴聞を経た異議のみに基づいていることの確認（一六条）が含まれる。　
四．の欧州委員会の調査における問題への対処については、当事者は、①欧州委員会の要求文書が弁護士秘匿特
権（
legal professional privilege ）の対象であると考える場合、②欧州委員会による情報要求の回答が自己負罪特権
を侵害すると考える場合、③情報要求の回答期限が短 ぎると考える場合、④手続の状況について通知されていないと考える場合には、聴聞官へ接触し、聴聞官が紛争を仲介す 。また 五 文書へ アクセス権の確
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保については、聴聞官は、欧州委員会文書へのアクセスを巡る当事者、情報提供者、欧州委員会の間の紛争を解決し、また事業者の秘密に関する利益の確保については、欧州委員会文書へのアクセス請求について、秘密性の利益と事業者のアクセス権を比較衡量して決定する。このほか 決定公表時の秘密情報の開示についても決定する。さらに、六．の聴聞の結果と手続上 権利行使に関する報告については、聴聞官は、聴聞 後、聴聞自体と手続全般にわたる手続権行使について競争政策担当委員へ報告 （中間報告） 。また、聴聞官は 最終決定採択前に欧州委員会へ提出する最終報告書では、 尊重 および最終 草案は当事者が聴聞を経た異議のみに基づいているか 証言するこ が求められ 聴聞官による最終報告書 手続 当事 に対し、欧州委員会の最終決定ととも 送付され ＥＵ 報に掲載さ こととされている。
三．検討
（一）序　
現行の施行規則の下での欧州委員会の手続については、種々の批判が見られる。批判の根源は、現行の手続は、
刑事上の罪を決定するものであるため、独立かつ公平な裁判所による公正な公開審理を受ける権利を定め 欧州人権条約六条一項に適合しない はないかという点 あ 。 なわち、施行規則二三条五項は、制裁金について刑事罰ではないと規定するものの、制裁金額が高額化の一途を辿 中、実態としてみれば 人 条約に う刑事罰金であり、六条一項に規定され 手続を経た上で 制裁金が賦課され べきであるという議論である。　
この点、欧州人権裁判所は、二〇〇六年の
Jussila
事件判決において、競争法違反事件は、核となる刑事法（
the 
hard core of crim
inal law
）違反事件とは異なり、刑事罰を念頭においた権利保障は必ずしも厳密に適用されるわ
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けではないと判示し
た
）（（
（
。また、同裁判所は、二〇一一年の
M
enarini 事件判決において、核となる刑事法の外のあ
る場合に 、事実問題と法律問題のあらゆる点について破棄する権限を有する司法組織（
a judicial body ）に上訴
する可能性があるこ を条件に、調査権限と決定権限を兼ね備えた行政や非司法組織が第一審として刑事罰を科しても、欧州人権条約六条に適合すると判示している
）（（
（
。
　
ＥＵの裁判所判決についてみると、二〇一一年の
K
M
E
 G
erm
any
事件ＥＵ司法裁判所判
決
）（（
（
においては、一般裁
判所の欧州委員会決定に対す 審査のあり方が争われた。本判決は、銅製産業用チューブのカルテルを理由に制裁金を賦課された事業者が、欧州委員会決定（原決定）を支持した一般裁判所判決の取消を求めて上訴したものである。その中で、原告 は 一般裁判所は原決定 ついて適切な審査をしておらず、また合理性を欠く程度まで過剰に欧州委員会 裁量に従うこと より 欧州人権条約六条、および基本 憲章四七条に反し、実効性のある司法的救済を提供していないと主張した。また、原告事業者のうち原決定により課徴金 賦課され
C
halkor
は、欧
州委員会における競争法違反行為 対す 手続は 欧州人権 約 いう刑事手続であり、欧州委員会は独立かつ公平な裁判所ではない以上、一般裁判所 は、事実問題と法律問題の双 について審査が求められると主張し
）（（
（
。こ
れに対し、ＥＵ司法裁判所は ＥＵ 判所（一般裁判所 ＥＵ司法裁判所）は 実問題と法律問題について審査を行い、欧 決定 取消 、また制裁金額を変更するための証拠を評価する権限を有しており 本件において一般裁判所は 事実問題と法律問題について完全かつ無制限の審査を 施したと判示した
）（（
（
。
　
このように、欧州委員会決定については、ＥＵ裁判所がしかるべき司法機関として審査を行っており、欧州人権
条約、およびＥＵ基本権憲章に照らして、適正手続の観点から問題 ないと が、ＥＵ司法裁判所の見解である。この見解には批判
）（（
（
も見られるが、次節では、上記ＥＵの見解に従い、ＥＵの裁判所では適正な司法審査が確保
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されているとした上で、現行の欧州委員会における手続における問題点について検討する。（二）欧州委員会の組織上の問題　
欧州委員会の組織上の問題として、①最終的な決定が二八名の委員の合議体である欧州委員会により採択される
点、②欧州委員会の案件担当班が調査、訴追、審判の役割を兼ねている点、③聴聞官が競争総局および競争政策担当欧州委員に直属している点が批判されている。　
①の最終的な決定が合議体である欧州委員会により採択される点について、
F
orrester
弁護士は、政治任用によ
る委員から構成される合議体の欧州委員会が、多数決により最終決定を採択するＥＵの体制は、世界の競争当局に例を見ないものであり、採択される決定に政治的考慮が影響を与える構造的な可能性が否定できず 政治家で構成される政治的組織が刑事的峻厳さを有する制裁（
penalties of crim
inal severity ）を課す行政上の決定を行うのは望
ましくないと指摘する
）（（
（
。
　
この点に関連し、ＥＵ運営条約には、欧州委員は自己の任務と両立しない行動を慎まなければならず、また、各
加盟国は、委員の独立性を尊重し、委員による任務遂行に影響を与えてはならないと規定されている（二四五条） 。他方、最終決定を採択するのは、手続上は合議体の欧州委員会ではある 、実態を見る 、欧州委員会は事案担当班が起案した最終決定案に「ゴム印を押す（
rubber-stam
p ） 」のが通例であるという指摘もあ
り
）（（
（
、欧州委員会が実
質的に最終決定案にどの程度 影響を与えているのかは定かではな 。　
最終決定が合議体として 欧州委員会により採択されるという批判を回避す ためには、欧州委員会の役割を調
査、訴追に限定し、最終決定の採択権限を独立した司法機関へ委譲することが考えられ 。ＥＵ運営条約二五七条
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一項には、一般裁判所に付属する専門裁判所（
specialised courts ）を設置できる旨規定されており、競争法に関す
る問題を扱う専門裁判所の創設も可能であ
る
）（（
（
。しかしながら、欧州委員会が同条約二四九条に規定される「決定」
を採択することにより競争法違反行為に対する排除措置を命じ、制裁金を賦課するという事件処理の枠組みの見直しは、競争法分野 留まらず、ＥＵの統治機構、ＥＵ法体系の見直しにも繋がりうる問題であり、実現 ためにはＥＵ基本条約（ＥＵ条約、ＥＵ運営条約）の改正を伴う作業が必要となる。このため、欧州委員会による最終決定採択権限の独立した司法機関へ委譲は 競争法に関 問題を専門に扱う裁判所設置の有無にかかわらず 短期的には実現困難なものと思われる。そうであるとすると、現在の の統治機構、および法体系を前提に、欧州委員会手続における対象事業者の権利保障の方法を検討 ことが現実的な解決策である。その際、鍵とな のが、現行の手続 おいて終始主導的役割を担っている事案担当班 役割の見直しである。　
②の欧州委員会が調査、訴追、審判の役割を兼ねているという指摘については、欧州人権裁判所の
Jussila
事件
判決、および
M
enarini 事件判決により容認されている。しかしながら、
F
orrester
弁護士は、案件担当班が複数
の役割を兼ねている現状では、調査過程で告発者とし 先入観（
prosecutorial bias ）が生じ、欧州人権条約六条
にいう「独立した公平な裁判所」という概念と両立しない す
る
）（（
（
。この点、欧州委員会は、欧州委員会内部には、
重層的なピア・レビュー 体制が構築されており ピア・レビュー・パネル（
P
eer R
eview
 P
anels ）が競争政策担
当欧州委員の了解を得て競争総局内 置かれ ほか、法務部が決定案 法的問題について助言 与え、また最終決定採択前に開催される制限的慣 委員会の場で 欧州委員会 加盟国競争当局の専門家が議論する機会が用意されていることを挙げ、事業者の権利を保障する体制が構築されている す
る
）（（
（
。しかしながら、
F
orrester
弁護士は、
制限的慣行委員会の議論は形式的なものであり、三〇年間にわた 欧州委員会決定 採択に対し反対票が投じられ
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たことはないと指摘する
）（（
（
。また、欧州委員会内部のピア・レビュー体制の実態については、外部からは窺い知るこ
とはできず、国際商業会議所（
International C
ham
ber of C
om
m
erce 、ＩＣＣ）の報告
書
）（（
（
は、英国高等法院王座部
首席裁判官（
L
ord C
hief Justice ）の
G
ordon H
ew
art
卿の格言を引きながら「正義は単に行われているというだけ
ではなく、明白かつ疑いなく行われていることが外部から見えるものではければならない」ことを指摘する。　
欧州委員会の手続においては、事案担当班が事案の初期評価から最終決定案起案までを担当し、合議体の欧州委
員会が最終決定を採択する。しかしながら、欧州委員会による決定の採択が形式的なものであるとすれば、事案処理手続において実質的な役割を担って るのは事案担当班である。現行 事案担当班の役割から最終決定案起案を分離し、競争総局内の別の担当 が最終決定案を起案する体制を構築することができれば、問題は解消する。事案担当班の役割の決定は、競争総局内部の問題であり、ＥＵの統治機構、法体系を変更することなく、実現でき ものと思われる。　
③の聴聞官が、競争総局および競争政策担当欧州委員に直属している点については、ＢＰ告示、聴聞官職務権限
規程でも、聴聞官が独立して職務を遂行することが謳われ （同告示七九段、同規程三条一項） 。しかし がら、聴聞官は 競争総局 一部ではな が、競争政策担当欧州委員に所属し （同規程二条二項） 。このため、聴聞官は、事例担当班と同じ組織の下 ありながら、事業者に対する手続 適切性について判断を求められ、また対象事業者と欧州委員会の間で手続を巡る紛争が生じた場合に仲介すること されてい が、職務遂行の独立性確保という観点からは疑義がある。　
聴聞官の所属について、 組織上も独立性を担保するためには、 様々な可能性が考えられる。 具体的な所属先として、
①欧州委員会事務総長（
Secretariat G
eneral ） 、 ②欧州委員会法務部、 ③欧州委員会委員長と競争政策担当欧州委員、
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④欧州委員会委員長と欧州委員会事務総長等が提案されてい
る
）（（
（
。聴聞官の所属は、行政組織上の問題ではあるが、
いずれの見解も、聴聞官を 競争 局および競争政策担当欧州委員から分離することにより聴聞官の中立性を高めようとする点では共通している。また、組織上の独立性に留まらず、聴聞官を欧州委員会外部、すなわち学界、実務家（弁護士） 、ＥＵ裁判所・加盟国裁判所裁判官、加盟国競争 局職員から選出すること し、欧州委員会から全く独立したものとすることも提案されている
）（（
（
。
（三）聴聞の機会と聴聞官の役割　
欧州委員会手続における聴聞は、聴聞官の主宰する手続によって行われるが（聴聞官職務権限規程一〇条） 、聴
聞手続については、当事者が欧州委員会に提出した書証 口頭により補足する機会に過ぎず、聴聞としての実質欠いていると指摘されている
）（（
（
。この点、欧州委員会は、自己の手続において問題とされている点について、聴聞官
の役割を強化することにより対処しようとしている。すなわち、現行の聴聞官職 権限規程では、聴聞官の役割を調査段階と和解 を含む手続全般に拡大した上で（同一条二項） 欧州委員会と対象事業者と 間で問題が生じた場合には、当事者は聴聞官へ接触し、聴聞官が紛争を仲介 こととされている。　
しかしながら、欧州委員会の手続における聴聞の位置づけそのものは変わっておらず、
M
acG
regor
と
G
ecic
の
両氏は、現行制度 問題点として、①口頭聴聞には証拠法則（
rules of evidence ）と事実認定手続を欠いているこ
と、②口頭聴聞の実施時期 他の会合 の関係、③聴聞官の限定的役割の三点を指摘する
）（（
（
。①については、聴聞実
施に際し、証人と専門家からの証言聴取と専門家の意見の提供に関する手続が規定されておらず、欧州委員会は聴聞への参加を強制ないし義務づけることはできない。また 証人を尋問し、反対尋問 るこ はできず、新たな議
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論を提出することもできない。証人が自主的に口頭聴聞へ出頭したとしても、偽証に対する制裁がないため、真実を語る義務はなく、聴聞が非公開であることもあり、証言が真実であることの担保はない。欧州委員会が、聴聞の実質化により、対象事業者の権利保障を考えるので れば、 官の役割を強化するだけではなく、聴聞の位置づけについても再検討した上で、聴聞手続についても別途詳細な規程を定める必要があろう。　
②の口頭聴聞の実施時期と他の会合との関係については、口頭聴聞の実施時期は手続の第二段階で行われる異議
告知書の発出後とされているが、ＢＰ告示による第一回目の進捗状況会合は、手続の第一段階である調査段階で開催される（同告示六三段（一） ） 。口頭 と進捗状況会合ともに証拠法則と手続的規定 欠い い 以上、口頭聴聞が聴聞官主宰 下で行われると うことを除き、両者の間には差異がない。また、ＢＰ告示では、対象事業者と欧州委員会に加え、欧州委員会への通報者と第三者を交えた三者会合（
triangular m
eetings ）を例外的に開催する
可能性を用意してい 六七段） 。三者会合 極力異議告知書発出前に開催することとしており（同六九段） 、正式の聴聞 代替することはできない（同六八段） されている 、実質的には代替される可能性 ある。ＢＰ告示により、進捗状況会合と三者会合が開催さ こととなったのは 事業者の権利保障にとっては前進であるが、その反面、聴聞の位置づけが不明確になった点は否めな 。欧州委員会手続における 回数を増やすことよも、聴聞手続の実質化を図る方 事業 の権利保障の上では、有効であろう。　
また、③の聴聞官の役割については、聴聞官の役割は、聴聞の主宰に留まり、意思決定者ではないため、事案に
ついて審理 ないし欧州委員会の最終決定を起案することはできない。先に案件担当班の役割について述べた際、最終決定案の起案を別の担当者へ委ねる点を議論したが、組織的にも聴聞官の独立性が担保 の れば、聴聞手続の実質化と合わせ、聴聞官に最終決定案の起案を委ね という体制 考えられよう。
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このほか
F
orrester
弁護士は、 現在の体制を前提とした場合に、 聴聞が最終決定採択者である欧州委員会委員（特
に競争政策担当委員）不在の下で行われている点を問題点として指摘する。最終的な決定権者が聴聞に参加していないとすると、欧州人権条約六条一項の規定に反する可能性がある。しかしながら、現行の再度における最終決定権者である欧州委員会の全委員が聴聞に参加することは現実的ではなく、競争政策担当欧州委員に限ってみても、現実的ではない。このため、 少なくとも全ての事案の聴聞に競争政策担当欧州委員の官房職員が参加することとし極めて重要な事例 ついては、競争政策担当欧州委員自身が出席することとす 見解
）（（
（
もあるが、一考に値する。
おわりに
　
ＥＵ競争法は、米国反トラスト法と並ぶ二大競争法としての地位を確立しており、執行の任にある欧州委員会は、
二八加盟国、人口五億人超の世界最大の市場であるＥＵ域内市場 おける競争秩序を維持すべく、カルテルのみならず、市場支配的地位の濫用行為 どを積極的に規制している。近年では、オペレーティング・システム（ＯＳ）とウェブ・ブラウザの抱き合わせ、ＯＳの相互運用性情報 開示拒否などの濫用行為 問題とされた一連のマイクロソフト社を巡る事件や 高額 制裁金が賦課されたインテル社によ 濫用行為が問題とされた事件など、世界の耳目を集める事件にも果敢に取り組んできている
）（（
（
。
　
また、実際の事件処理のみならず、反トラスト、企業結合分野における各種ガイドライン類の公表や、ガイドラ
イン公表に至る過程で公表される文書類（グリーン・ペーパー、ホワイト・ペーパー等）においても、競争政策に関する様々な問題意識や議論が提示され、世界各国の競争当局によ 立案 大きな影響を与えている。このほか、欧州委員会は、ＯＥＣＤや国際競争ネットワーク（
International C
om
petition N
etw
ork 、ＩＣＮ）の場に
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おいても、世界の主導的競争当局として常に議論をリードしてきている。　
そうであればこそ、実体規定の実効性を担保する手続についても、事業者の手続保障が確保された高い次元の制
度、規定の具備が求められる。今般の「ベストプラクティス・パッケージ」のうち、ＢＰ告示は欧州委員会における手続の全段階における手続 詳細を明らかにし、また聴聞官職務権限規程は聴聞官の役割を強化するなど、欧州委員会 に対する批判に一定程度応えるも となっている。しかしながら、現行の執行体制を前提と ものであるため、聴聞官の役割自体は引き き限定されており、対象事業者の手続保障の観点からはなおも改善すべき課題は多い。　
本稿では、欧州委員会決定の司法審査を行うＥＵ裁判所については、欧州人権条約、およびＥＵ基本権憲章に照
らして対象事業者の権利保障 ついて疑義 生じないとの前提で、 欧州委員会における手続について検討を行った。しかしながら、前述のＥＵ司法裁判所の判決に対しては、批判も寄せられているのも事実である。ＥＵの裁判所による司法審査 、欧州人権条約との関係で問題ありとなると 欧州委員会における手続 も影響を与えることとなる。また、ＥＵ条約六条二項には、ＥＵ自身が欧州人権条約の締約国となるこ が規定されており、欧州委員会手続における事業者の権利保障につ ても 再 検討が必要であ 。こ ら 点については 稿を改めて検討することとしたい
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（１）
　
ＥＵ加盟国の競争法には、英国競争法（一九九八年競争法）のように、違反行為者に刑事罰を科す立法例も存在する。英国
競争法の刑事罰については、
R
ichard W
hish &
 D
avid B
ailey, C
o
m
p
e
titio
n
 L
a
w
7
th ed. （
O
xford U
niversity P
ress, 2012 ） 四一〇頁
以下参照。
（２）
　
このほか、民事上の措置として、ＥＵ競争法違反行為の被害者は、加盟国国内法 基づいて損害賠償請求 行うことも可能
であるが、損害賠償請求訴訟の提起状況は概して低調である。欧州委員会は二〇一三年六月、私的執行を促進し、競争法違反行為者に対す 損害賠償の実効性を高めるべく、競争法上の損害賠償請求に関する指令案（
P
roposal for a D
irective on certain rules 
governing actions for dam
ages under national law
 for infringem
ents of the com
petition law
 provisions of the M
em
ber States and 
of the E
uropean U
nion ）を提出した。本提案は、二〇一四年四月に欧州議会により承認され、同年一一月一〇日にＥＵ理事会（閣
僚理事会）により承認された（欧州委員会二〇一四年一一月一〇日付プレスリリース
IP
14/1580 ） 。本提案の解説として、松下満
雄
｢ 競争法上の損害賠償請求に関する
E
U
指令案について
｣ （国際商事法第四一巻第一〇号一四三七頁）がある。
（３）
　
C
ouncil R
egulation （
E
C
） N
o 1/2003 of 16 D
ecem
ber 2002 on the im
plem
entation of the rules on com
petition laid dow
n in 
A
rticles 81 and 82 of the T
reaty [2003] O
J L
1/1.
（４）
　
欧州委員会におけるＥＵ競争法の執行手続には、上記の正式手続のほか 確約手続（実施規則九条） 、カルテルを対象とする
和解手続（
settlem
ent procedures ）も用意されている。ＥＵ競争法の手続を詳細に解説する邦語文献として、井上朗『ＥＵ競争
法の手続と実務』 （民事法研究会、二〇〇九年） 、池田節雄『ＥＵ独占禁止法：その実務と対応策』 （ジェトロ、二〇〇九年）がある。
（５）
　
欧州委員会は、制裁金額の算定について、二〇〇六年 「制裁金算定ガイドライン」 （
G
uidelines on the m
ethod of setting 
fines im
posed pursuant to A
rticle 23 （
2 ） （
a ） of R
egulation N
o 1/2003, [2006] O
J C
210/2 ）を公表している。
（６）
　
欧州委員会競争総局ウェブサイト
C
artel Statistics （
http://ec.europa.eu/com
petition/index_en.htm
l ） 。なお、同統計には、
ＥＵ裁判所 （ＥＵ司法裁判所、 一般裁判所） により修正された制裁金額の統計も掲げられているが 判決が下されるまで数年を要し欧州委員会決定時からタイムラグが生じるところ、ここでは欧州委員会が決定により賦課した統計を採用した。なお、ＥＵ裁判所による修正を経ても、制裁金額が増大傾向にあること は変わりはない。
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（７）
　
統計出所同上。なお、個別の事業者に対する制裁金額の最高額は、一〇二条違反を理由に二〇〇九年五月にインテル社に対
して賦課された一〇億六〇〇〇万ユーロ（約一四八四億円）が最高額である（
http://ec.europa.eu/com
petition/antitrust/cases/
dec_docs/37990/37990_3581_18.pdf ） 。
（８）
　
制裁金の高額化を議論の契機とする論考として、
　
- Ian S. F
orrester, D
ue process in E
C
 com
petition cases: A
 distinguished institution w
ith flaw
ed procedures （
2009 ） 34 E
L
R
ev. 
817, 
　
- Jürgen Schw
arze &
 R
ainer B
echtold, D
eficiencies in E
uropean C
om
m
unity C
om
petition L
aw
: C
ritical analysis of current 
practice and proposals for change （
G
leiss L
utz R
echtsanw
älte, 2008 ）
,
　
- D
onald Slater, Sébastien T
hom
as, D
enis W
aelbroeck, C
om
petition law
 proceedings before the E
uropean C
om
m
ission and the 
right to a fair trial: no need for reform
? （
G
lobal C
om
petition L
aw
 C
entre W
orking P
aper 04/08, C
ollege of E
urope, 2008 ）
　
等がある。
（９）
　
ＥＵ条約六条二項には、 ＥＵ自身が欧州人権条約へ加盟することが規定されており 二〇一〇年七月に加盟交渉が開始された。
加盟交渉に関する詳細は、欧州評議会ウェブサイト（
http://w
w
w
.coe.int/t/dghl/standardsetting/hrpolicy/A
ccession/default_
en.asp ）参照。また、ＥＵ条約六条二項によるＥＵの欧州人権条約への加盟による反トラスト手続への影響について論じるものと
して、
W
olfgang W
eiß
, H
um
an rights and E
U
 antitrust enforcem
ent: new
s from
 L
isbon （
2011 ） 31 E
C
L
R
 186.
（
10）　
C
om
m
ission notice on best practices for the conduct of proceedings concerning A
rticles 101 and 102 T
F
E
U
 [2011] O
J 
C
308/06.
（
11）　
D
ecision of 23 M
ay 2001 on the function and term
s of reference of the hearing offi
cer in certain com
petition proceedings [2001] 
O
J L
162/21.
（
12）　
D
ecision of 13 O
ctober 2011 on the function and term
s of reference of the hearing offi
cer in certain com
petition proceedings 
[2011] O
J L
275/29.
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（
13）　
D
G
 C
om
petition Staf W
orking P
aper, B
est P
ractices for the Subm
ission of E
conom
ic E
vidence and D
ata C
ollection in C
ases 
C
oncerning the A
pplication of A
rticles 101 and 102 T
F
E
U
 and in M
erger C
ases.
（
14）　
欧州委員会競争総局ウェブサイト （
http://ec.europa.eu/com
petition/antitrust/antitrust_m
anproc_3_2012_en.pdf ） にて入手可。
（
15）　
Ingrid V
andenborre &
 T
horsten G
oetz, E
U
 C
om
petition L
aw
 P
rocedure, （
2012 ）
3 JE
C
L
 &
 P
ract 578, at 579.
（
16）　
O
E
C
D
 C
om
petition C
om
m
ittee, P
rocedural F
airness and T
ransparency, K
ey P
oints, 2012. 本報告書の主要部分の翻訳紹介と
して、佐藤宏「ＯＥＣＤ競争委員会の競争法の『手続上の公平と透明性』に関する報告書（二〇一二年） （一） （二） 」国際商事法務第四一巻第一号一八三頁、同第二号三七四頁（二〇一三年）がある。
（
17）　
C
om
petition C
om
m
ittee, D
irectorate for F
inancial and E
nterprise A
faires, O
E
C
D
, 
　
- P
rocedural F
airness: T
ransparency Issues in C
ivil and A
dm
inistrative E
nforcem
ent P
roceedings, D
A
F
/C
O
M
P
 （
2010 ） 11 （
5 
O
ctober 2011 ） （
hereinafter "O
E
C
D
 2010" ）,
　
- Institutional and P
rocedural A
spects of the R
elationship betw
een C
om
petition A
uthorities, and U
pdate on D
evelopm
ents in 
P
rocedural fairness and T
ransparency, D
A
F
/C
O
M
P
 （
2011 ）
122 （
6 July 2012 ） （
hereinafter "O
E
C
D
 2011" ）.
（
18）　
欧州委員会は、別途、企業結合規制に係る手続については、二〇〇四年一月に「合併規制手続の実施に係るベストプラクティ
ス（
B
est P
ractices on the conduct of E
C
 m
erger control proceedings ） 」 （
http://ec.europa.eu/com
petition/m
ergers/legislation/
proceedings.pdf ）を公表している。
（
19）　
C
om
m
ission R
egulation relating to the conduct of proceedings by the C
om
m
ission pursuant to A
rticles 81 and 82 of the E
C
 
T
reaty [2004] O
J L
123/18.
（
20）　
このほか、欧州委員会への通報の扱いに関する告示、欧州委員会の文書アクセスに関する告示等も定められている。原文は、
欧州委員会競争総局ウェブサイト（
http://ec.europa.eu/com
petition/antitrust/legislation/legislation.htm
l ）参照。
（
21）　
C
ouncil R
egulation N
o 17, F
irst R
egulation im
plem
enting A
rticles 85 and 86 of the T
reaty [1962] O
J 13/204.
（
22）　
本告示により、欧州委員会における手続が修正されているが、新たな権利又は義務を創設するものではなく、ＥＵ運営条約、
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施行規則、施行手続、ＥＵ司法裁判所判例法による権利や義務を変更するものではない（第七段）としている。
（
23）　
なお、 施行規則九条の下、正式手続を経ずに規定される確約手続 （
com
m
itm
ents ） により、事案を集結する途も用意されている。
確約手続の詳細は，前掲・井上一二三頁以下参照。
（
24）　
情報請求と立入調査における基本的権利について考察するものとして、鞠子公男「ＥＵ競争法の情報要求と立入調査 （上） （中）
（下） 」国際商事法務第四二巻第四号五〇三頁、同第五巻七〇五頁、同第六巻八六七頁（二〇一四年）がある。
（
25）　
前掲・池田九四
―
九五頁。
（
26）　
なお、カルテル事案については、異議告知書送付前に、和解手続（
settlem
ent procedures ）により事案を解決する途も用意
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